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は じ め に

すべての社会では，生産，流通，取引といっ

た経済諸活動が円滑に行われるために多様な制

度が機能している。これらの制度はひとびとの

ルーティーン，幾多の慣習の束からなり，法的

な枠組みを与えられて強化され，ときとして「伝

統」をすら形づくる。その一方で無数の一回性

の歴史的出来事によって変形し，定着し，その

役割が終われば消失する。制度はまた，当事者

である多くのひとびとの選択の連なりでもある。

本稿は，商業施設（店舗）の賃貸借契約の一

形態として現代のイランに普及する「サルゴフ

リー方式賃貸契約」を事例として，法律の改変

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
──賃貸人・賃借人関係法からの「営業権」削除をめぐって──

いわ さき よう こ

岩 � 葉 子

《要 約》

今日のイランには「サルゴフリー方式賃貸契約」と呼ばれる，店舗に特有の賃貸契約制度がある。

店舗の賃借人に対して，その営業上の無形財産（店の評判や名声など）を根拠とした強固な用益権を

認めているこの賃貸契約では，賃貸人の所有権は事実上大きく制限される。もともとこの「サルゴフ

リー方式賃貸契約」は，１９４３年にアメリカ人顧問によって持ち込まれた「暖簾」概念と，イラン商業

地における伝統的慣行が融合して生まれた制度である。１９７９年のイスラーム革命後に，「サルゴフリ

ー方式賃貸契約」のあり方を問題視するイスラーム法学者および司法省によって，この制度に法的な

枠組みを与えていた賃貸人・賃借人関係法が改正され，同法のなかにそれまで存在していたイスラー

ム法と西欧近代法との法文化上の齟齬が払拭された。この法改正によって賃貸人は従来よりも「サル

ゴフリー方式賃貸契約」以外の契約形態を選択しやすくなったが，すでに制度として定着していた「サ

ルゴフリー方式賃貸契約」は依然，不動産賃貸市場における最も一般的な契約形態として機能し続け

ている。本稿は，ひとつの経済制度がある契機を経て形成され，かつ法律の改変など外部からの突発

的なインパクトによって変容し，さらにそこに事後的に埋め込まれる人々の選択によっていかに調整・

強化されていくかを，「サルゴフリー方式賃貸契約」を事例として論じるものである。

──────────────────────────────────────────────
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と賃貸人の選択とを軸に，ひとつの経済制度の

変容過程について考察しようとするものである。

１９７９年のイラン・イスラーム革命は，王政を

否定し共和制を標榜しつつ，シャリーア（イス

ラーム法）の支配を国家運営の根幹に据えるこ

とを国是とする新奇の政体を掲げた。国際的に

も著しく注目を集めたこの革命はイラン社会の

あらゆる方面に激しい変化を生ぜしめたが，国

民生活にとってとりわけ影響の大きかったもの

のひとつに，前政権であるパフラヴィー朝期

（１９２５～７９年）に導入された西欧近代法に範を

とる法体系・法制度の見直しを指摘できる。

イラン・イスラーム共和国の憲法（注１）第４条

には，すべての国内法規はイスラーム的規範に

則るべきこと，またこれが実現されているか否

かの判断は監督者評議会（shourā−ye negah−bān）

を構成するイスラーム法学者の義務であること

が記されている。換言すれば，革命後あらたに

制定される法規のみならず，既存法規について

も，イスラーム法学的観点から見て違法性のな

いものであることが求められたのである。

もっとも，仮にそれがイスラーム法学上の問

題を孕んでいたとしても，既存法規を即座に廃

止することは実際上不可能である。したがって

監督者評議会は，個別事例ごとに随時判断を示

すことで，矛盾が一般化することを用心深く避

けた（注２）。結果として革命後のイランでは民法

をはじめとする少なからぬ既存法規がそのまま

残され，ときとしてイスラーム的規範への準拠

を謳った憲法と，西欧近代法に基をもつ既存法

規との間に生じた法体系・法理論上の矛盾が温

存されることになった。

本稿が取り上げる賃貸人・賃借人関係法

（qānūn−e ravābet−e mūjer o mosta’jer）はまさし

くこのような一事例であった。賃貸人・賃借人

関係法とは，現在のイランにおいて不動産賃貸

借契約のあり方を規定する最重要法規である。

同法は，居住用物件と営業用物件の両方に適用

される規定と，いずれかにのみ適用される規定

とからなっている。１９７９年のイスラーム革命後

にあらわれた法制度見直し機運の下で，同法の

諸規定のうち，わけても営業用物件（商業施設

・店舗）（注３）をめぐる箇所が，イスラーム法に

抵触している可能性が高いとして議論の俎上に

上った。しかしながらこの賃貸人・賃借人関係

法が，問題とされた箇所を改めるために抜本的

改正をみたのは，革命からじつに１８年後の１９９７

年になってからであった（注４）。

この賃貸人・賃借人関係法の改正をめぐる問

題がとりわけ重要であるのは，それが現代イラ

ンの不動産市場全体の動向とも密接に結びつい

た重要な制度である「サルゴフリー方式賃貸契

約」にきわめて深い関係を持つためである。「サ

ルゴフリー方式賃貸契約」とは後述するように，

かつてイランの繁華な商業地における一慣行で

あったものがひろく普及して制度化した，店舗

の賃貸借契約の一形態を指している。「サルゴ

フリー」（sar−qoflı̄）とは店舗を占有・使用する

賃借人に認められた用益権の慣習的な呼称であ

る。

この賃借人の権利をめぐって行われた議論に

は，イランの法体系における西欧近代法とイス

ラーム法との相克というきわめて歴史的な事情

が体現されている。しかもそれは現実に運用さ

れる賃貸借契約に関する規定であるが故に，単

なる法理論の領域を超えた，きわめて実際的な

経済制度のあり方をも問う議論であった。

本稿では，イスラーム革命後の時期に賃貸人・

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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賃借人関係法がいかに議論され，その結果とし

てどのような改正がなされたかを明らかにする

とともに，その改正をうけてひとびとがどのよ

うな選択を行ったか，それが既存の経済制度「サ

ルゴフリー方式賃貸契約」にいかなる影響を与

えたかについて考察を加えることを目的として

いる。

ちなみに，サルゴフリーを取り扱った先行研

究としては，不動産賃貸借に関連する法文の表

現の変化や諸判例の検討を通じて，イランの法

制度におけるサルゴフリーの位置づけを論じた

ケシャーヴァルズの大著［Keshāvarz２００３］が

あるほか，今日広範に普及する「サルゴフリー

方式賃貸契約」の制度設計上の特徴や運用の実

態をテヘランでのフィールド調査をもとに明ら

かにした岩�（２００６），またサルゴフリーをめ

ぐる過去の慣行が，１９４０年代以降の不動産賃貸

借関連法の改変によって，今日の「サルゴフリ

ー方式賃貸契約」へと発展した経緯を明らかと

した岩�（２００７）がある。

本稿の構成は以下のとおりである。Ⅰにおい

て，イスラーム革命以前にすでに確立していた

「サルゴフリー方式賃貸契約」の制度的概容を，

それを支えた法制度を含めて解説する。Ⅱでは

イスラーム革命後に賃貸人・賃借人関係法が改

正されるに至る経緯を，とくに問題となった改

正前の「営業権」条項に関わる議論を中心とし

て概観し，次いで１９９７年の改正の要点について

述べる。さらにⅢでは，改正法下における不動

産市場の動向を踏まえつつ，賃貸人の選択につ

いて考察する。

Ⅰ 「サルゴフリー方式賃貸契約」

１．「サルゴフリー方式賃貸契約」とは何か

まず，イランの商業地において広範な普及を

みる「サルゴフリー方式賃貸契約」の概容につ

いて以下に述べよう。

今日のイランにおける商業施設（店舗）の占

有・使用形態には，サルゴフリーの譲渡を伴う

賃貸契約であるサルゴフリー方式のほかに，メ

ルク（melk，土地・建物の意）（注５）の所有権とサ

ルゴフリーとを併せて購入する「メルキー」

（melkı̄）（注６）（以下，メルキー方式）や，通常我々

が想起する賃貸と同じ「エジャーレイェ・ハー

リー」（ejāre−ye khālı̄）（注７）（以下，ハーリー方式）

といった形態がある。しかしこのうち，サルゴ

フリー方式を採用する物件が全体における大勢

を占めている［岩�２００６，２０］。

現在のイランにおいてこのうちふたつの形態

の不動産賃貸借契約に適用される法規は前述し

た「賃貸人・賃借人関係法」である。この法律

は１９６０年にイランで初めての不動産賃貸借に関

する包括的かつ恒久的な特別法として制定され

た，「マーレキ（mālek，メルクの所有者の意）・

賃借人関係法」（qānūn−e ravābet−e mālek o

mosta’jer，以下，１９６０年関係法）の後身法である。

１９６０年関係法は１９７７年に改正され，名称も現在

の賃貸人・賃借人関係法 （以下，１９７７年関係法）

と改められた。この賃貸人・賃借人関係法の営

業用物件に関する諸規定が「サルゴフリー方式

賃貸契約」を律している（注８）。

Ⅱ以降で述べるようにイスラーム革命の後，

同法における営業用物件の賃貸借契約に関わる

諸規定見直しの動きが起こり，１９９７年には再度
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大きな改正が行われた。これは「サルゴフリー

方式賃貸契約」にとって甚大な影響を及ぼし得

る規定の変更を含んだが，それに伴って深刻な

社会的混乱が生じることを避けるために，改正

条項の適用対象が大幅に制限された。すなわち，

改正時にすでに契約を開始していた「サルゴフ

リー方式賃貸契約」の賃貸物件はその適用外と

なったのである。したがって，現在イランで見

られる「サルゴフリー方式賃貸契約」物件の多

くは，１９７７年関係法における営業用物件に関す

る諸規定が依然として適用されている。

以下に，テヘランにおけるフィールド調査を

通じて明らかとなった「サルゴフリー方式賃貸

契約」の具体的内容［岩�２００６］を，１９７７年関

係法の諸規定と照合しつつ記す。これは１９９７年

の法改正以前にすでに制度として確立していた

「サルゴフリー方式賃貸契約」の実態を明らか

にし，それをもって１９９７年関係法の諸規定が「サ

ルゴフリー方式賃貸契約」にどのような意味を

持ったかを示すためである。

（１）サルゴフリーの購入

店舗を賃貸しようとするマーレキは，契約開

始前にはメルクの所有権と，その店舗の用益

（manāfe‘）に対する権利であるサルゴフリーと

を有する。店舗の賃借人は，賃貸契約締結に際

し賃貸人となるマーレキからこのサルゴフリー

を購入し，その見返りに店舗の占有・使用に関

する独占的権利を得る。とはいえ，これは賃貸

契約の一種であるので，サルゴフリーを購入し

た賃借人であっても月額賃貸料は支払わねばな

らない。通常，サルゴフリーがきわめて高額で

あるのに対して，それを購入した賃借人の支払

う月額賃貸料は極少である（注９）。また繁華な商

業地では，店舗のサルゴフリー価が，当該店舗

のメルクの所有権とそのサルゴフリーとを合わ

せた完全所有権の価格に近似するほどの水準に

達する ［岩�２００６，３０―３１］。

（２）賃借人の退去とサルゴフリーの転売

さて賃借人が店舗から撤退する際には，彼は，

契約当初に賃貸人から購入したサルゴフリーを

第三者に転売することができる。この第三者が

すなわち，次の賃借人となる。これは民法にお

ける「移転権」（haqq−e enteqāl）（注１０）を根拠とし

て，賃借人は店舗の用益権としてのサルゴフリ

ーを他者へ売却することができるものと解され

ているためである。

（３）契約書の書き換え

サルゴフリーの売買価格について，旧賃借人

と新賃借人（賃借希望者）との間で合意が成立

すると，２人は賃借人の名義が替わることにつ

いて賃貸人から同意を取り付けなければならな

い（注１１）。賃貸人が新賃借人の入居を承認する際

に，旧賃借人と新賃借人との間で合意されたサ

ルゴフリー価格の一定割合が「同意金」として

賃貸人に渡される慣行もみられる（注１２）。

（４）契約解消時の賃貸人の義務

賃貸人は，賃借人が入れ替わって新しい賃借

人が入居することについて拒否することもでき

る。しかしその場合には店舗から立ち退こうと

する元の賃借人から，賃貸人自身が店舗のサル

ゴフリーを買い戻し，賃借人に補償せねばなら

ない。というのも，賃貸人が不同意であるなど

の理由によって賃借人の間での店舗の用益の移

転が認められない場合でも，賃借人がそこを立

ち退く際には，マーレキ（賃貸人）は「賃借人

の『営業権』（haqq−e kasb yā pı̄she yā tejārat）（の

代価）を支払わねばならない」と定められてい

るからである（１９７７年関係法第１９条）。

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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ところで１９７７年関係法の条文には「サルゴフ

リー」の語はいっさい現れない（資料１を参照）。

その代わりに，条文では賃借人の権利を「営業

権」として規定している。現実の契約関係にお

いてはこの「営業権」を，いわば慣習上の用語

である「サルゴフリー」と読み替えることによ

って「サルゴフリー方式賃貸契約」に法的根拠

が与えられているのである（この「営業権」の

由来については後述する）。

したがって１９７７年関係法第１９条は事実上，店

舗を立ち退こうとする賃借人がサルゴフリーを

新賃借人に転売できない場合には，それを賃貸

人に買い戻すよう請求することができる，と読

み替えられている。

また賃貸人は，建物の取り壊し，営業を目的

としたみずからの必要，あるいは彼個人や親族

による居住を目的とする場合には裁判所を通じ

て賃借人に立ち退きを請求できるが，この場合

も（賃借人に対して）「営業権」の代価を支払う

義務があることが定められている（１９７７年関係

法第１５条）。そればかりか，然るべき法的手続

きをふまずに店舗を他者へ引き渡した賃借人を

立ち退かせる場合にすら，賃貸人は「営業権」

の代価の半分を賃借人に支払うものとされてい

る（１９７７年関係法第１９条注１）。翻って，賃貸人

はサルゴフリーを買い取る用意がなければ，賃

借人に立ち退きを請求することはできないとい

うことになる。

このため高額のサルゴフリーの賃貸人による

買い戻しは実際にはほとんど観察されず，通常

は，賃借人から賃借人へとサルゴフリーが転売

され，賃貸人はその都度，次の賃借人と賃貸契

約を結び直していく。

（５）サルゴフリー価の変動

「サルゴフリー方式賃貸契約」の大きな特徴

として，サルゴフリーの価格が，店舗の賃貸市

場における需給状況を反映して不断に変動する

という事実を指摘しなければならない。上述の

ように転売（もしくは賃貸人によって買い戻し）

されるサルゴフリーの価格は，取引時点におけ

る「時価」なのである。サルゴフリー価の実勢

を示す公式統計は存在しないが，聞き取り調査

に拠れば，テヘラン市内の各商業地区ではサル

ゴフリー取引実績が集合的に吟味されて常に地

区全体（あるいは通りごと，ビルごとなどのより

狭い単位で）の，そのときどきの「相場」（１平

方メートル当たりの単価）が成立している［岩�

２００６，２６―２８］。

このように変動するサルゴフリー価の性質に

関して，いくつかの異なる考え方が指摘できる。

サルゴフリー価は，その店舗に固有の信用があ

り，常連の顧客がいることから得られる収益の

価格である，という理解がある一方で，それが

賃借人の個人的な商売上の技量にのみ根拠を持

つものではなく，店舗を囲繞する環境全体から

大きな影響を受ける，という理解もある［岩�

２００６，２４―２７］。

現実の不動産市場におけるサルゴフリー価は，

賃借人自身の営業努力と，店舗をめぐる立地条

件とが複合的に影響する，店舗のいわば「集客

力」を評価した価格と考えるのが妥当であろう。

サルゴフリー価は，当該店舗の売上高から月額

賃貸料を差し引いたものを基準とする当該地の

予想利用収益（の割引現在価値）と考えられ，

その本質は，たとえば日本における商業地の地

価に近似している（注１３）。

ちなみに，係争の生じた際に裁判所が（賃貸

人に）支払いを命ずる「営業権」の価格は，関
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係法の執行規則（āyı̄n−nāme）に則って裁判所

が選任した不動産鑑定士（kār−shenās）によっ

て決定される。もっとも，不動産鑑定士の決定

する「営業権」価格と市場のサルゴフリー価と

の間には大きな乖離はない［岩�２００６，５４―５５］。

当事者間にサルゴフリーの補償そのものやその

価格をめぐる対立がない場合には，不動産市場

の相場を反映したサルゴフリーの代価が支払わ

れるものと考えられる。

とまれ，これまでの実際の不動産市場におけ

るサルゴフリー価はつねに上昇（場所によって

は急騰）傾向を示してきており，賃貸人にとっ

て売却時点より遙かに高騰したサルゴフリーを

買い戻すインセンティブは小さい。

（６）月額賃貸料

サルゴフリー価が前述のように変動する一方

で，賃借人の支払う月額賃貸料の水準はその影

響を受けないという点もこの契約に特徴的であ

る。賃貸人は，契約開始時こそ賃借人との話し

合いによって月額賃貸料を決定するものの（注１４），

それ以後の改定頻度や改定率の上限は，関係法

およびその執行規則によって規制されているた

めである。関係法に拠れば月額賃貸料は，満３

年の据え置きののち当該期のインフレ率を勘案

した適正な改定だけが認められる（１９７７年関係

法第４条）。また，サルゴフリーが転売される

と賃貸人は新しい賃借人との間で新たに月額賃

貸料を設定することができるが，このときの賃

貸料水準も，直前の賃借人の賃貸料水準に比し

て，その間のインフレ率などを超える率で増額

することは認められない［岩�２００６，３３］。

したがって仮に，契約開始後に何らかの事情

で市場におけるサルゴフリー価がめざましく上

昇したとしても，それに応じて月額賃貸料水準

が上昇するわけではない。つまり「サルゴフリ

ー方式賃貸契約」の賃貸物件の月額賃貸料の水

準は実質的にほぼ固定されている。そのため，

契約が開始された時期が古く，かつ商業地区と

して活況を呈する場所にあるような物件では，

サルゴフリー価だけが高騰し，かたやその月額

賃貸料はサルゴフリー価に比して甚だしく少額

のままである事例がある（注１５）。

このように，サルゴフリー価は不動産市場に

おいて明確な相場を持ち，かつ絶えず変動して

いる一方で，店舗の月額賃貸料水準はほぼ固定

される。賃貸人は賃貸契約の最初に，いわばそ

の店舗の予想期待収益のほとんどの部分をサル

ゴフリーとして確保し，そののちは実質的に固

定された少額の月額賃貸料をほそぼそと受け取

り続けることになる。

以上が「サルゴフリー方式賃貸契約」の概容

である。

上にみたように「サルゴフリー方式賃貸契約」

に法的な枠組みを与えるうえできわめて重要な

権利概念が「営業権」である。しかも，１９７７年

関係法の適用下ではこれが賃借人に固有の権利

としてきわめて強固に保護されていた。たとえ

ば，契約開始当初に賃借人が賃貸人からサルゴ

フリーを購入するというかたちで「営業権」の

代価を支払っていない場合でも，賃借人の営業

活動と時間の経過とともに自動的に「営業権」

が生じ，賃貸人は解約時にその補償が義務づけ

られる，とする判例すら見いだされた［岩�

２００６，２５―２６］。すなわち，賃貸人がハーリー方

式のつ
�

も
�

り
�

で賃貸したにもかかわらず退去時に

賃借人が「営業権」の補償を要求して両者が争

うことになった場合，裁判で賃貸人が負ける可

能性があったことを意味する。したがって１９７７

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」

7



年関係法下ではハーリー方式の選択は賃貸人に

とってきわめてリスクが大きかったといわざる

を得ない。

この１９７７年関係法の「営業権」に関わる条項

こそが，イスラーム革命後に議論の俎上にのぼ

ったのであった。

２．「営業権」の由来

革命後に注目を集めるようになった「営業権」

に関するイスラーム法学上の議論を次節以降で

紹介するのに先だち，「営業権」誕生の歴史的

経緯について理解しておく必要があろう。

イランの法律の条文にはじめて「営業権」と

いう語が現れるのは１９６０年関係法においてであ

る。１９６０年関係法の第１１条は「営業権」（注１６）の

額の決定について，賃借人の営業従事期間や名

声，賃借人の職業の種類などを勘案するよう定

めている。またその後改正された１９７７年関係法

第１９条注２（資料１を参照）には，「営業権」が

店舗の賃借人に帰属するものとして明記されて

いる。「営業権」とは，いわば，ある店舗の賃

借人がその場所での営業活動を通じて獲得した

「集客力」の価値に対する権利と理解される。

ところで，この「営業権」の基となる概念そ

のものは１９６０年関係法制定時にはじめて誕生し

たものではなく，じつはそれ以前に制定された

先行法と深い関わりを持っている。

（１）ミルズポー諸権限法執行規則

１９４３年，イランで「諸物価引き下げ・安定化

に関するミルズポー博士の諸権限法」（qānūn−e

ekhtiyārāt−e doktor Mı̄lspou dar moured−e tanazzol

o tasbı̄t−e bahā−ye ajnās，以下，ミルズポー諸権限

法）が制定された。ミルズポー諸権限法は，イ

ランに招聘されていたアメリカ人財務顧問であ

り当時の財務長官（ra’ı̄s−e koll−e dārā’ı̄）にも任

命されていたアーサー・チェスター・ミルズポー

（Arthur Chester Millspaugh）博士に物価統制上

の実権を与える内容の限時法であった。同法の

執行規則（注１７）は，都市部における不動産賃貸借

について細かい規定を定めたもので「のちの賃

貸人・賃借人関係を司る諸立法の基礎」となっ

たと指摘されている［Keshāvarz２００３，４６］。

なかでも注目すべきは同法の執行規則第９条

の規定である。そこには，営業用に使用されて

いる賃貸物件を，賃貸人みずからが，賃借人と

同じ（もしくは類似の）職業に就いて使用する

ことを目的として立ち退きを求める際，「賃借

人の行動の前歴や名声が価値と信用を勝ち得て

おり，その結果が賃貸人を利することになる場

合には，賃貸人は賃借人の信用・名声の価値に

対して，不動産鑑定士が定める額を賃借人に支

払う義務を有する」と定められている。また建

物の改築のために立ち退きを求める場合にも，

「マーレキ（賃貸人）は立ち退きのあと１５日以

内に建物の改築を開始せねばならない。改築後

も，以前の賃借人らの状況と新しい建物の状況

とに鑑みて建物が以前と同じように使用され得

る限り，かかる者たち（以前の賃借人）は新し

い賃借人に優先して（そこを賃借する）権利を

もつ」とされた［Rūz−nāme−ye Rasmı̄−ye Keshvar

−e Shāhan−shāhı̄−ye Īrān１９５９，１９４―２００］。

このようにミルズポー諸権限法の執行規則の

なかには賃借人の信用や名声に基づいて賃貸人

が一定の金銭を支払わねばならない，という規

定がすでに含まれていた。ケシャーヴァルズは，

これが賃借人に対して，賃貸契約期間中の用益

の所有権（mālekı̄yat−e manāfe‘）とは別に，特別

な権利を認めた初めての条文に他ならないと述

べている［Keshāvarz２００３，４６］。また，ミルズ
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ポー諸権限法施行以前にそうした価値概念はイ

ランの法体系のなかに見いだされないこと，そ

れがまさしく英米において職業の種類・商売上

の名声や信用に基づいた価値として知られる

「暖簾」（goodwill）（注１８）の考え方と通底する新し

い価値概念であったことを論じ ［Keshāvarz

２００３，３４，４７―４８］，これがイランの法律におけ

る「営業権」概念の登場の直接的契機となった

ことを示唆している。

（２）「営業権」以前のサルゴフリー

ケシャーヴァルズの指摘どおり，今日の「サ

ルゴフリー方式賃貸契約」に法的な枠組みを与

えている「営業権」がミルズポー諸権限法執行

規則と密接な繋がりを持つ可能性はきわめて高

い。

しかしながら，これをもってミルズポー諸権

限法施行以前にはイランには「サルゴフリー方

式賃貸契約」において認められているような賃

借人に固有の権利は存在しなかったと考えるの

は，早計である。というのも，ミルズポー諸権

限法施行以前からイランにはすでに「サルゴフ

リー」と呼ばれる，ある権利が存在したからで

ある。

ミルズポー諸権限法施行以前にイラン社会に

存在していたサルゴフリーとは，いったいどの

ようなものであったのか。岩�（２００７）は，こ

れが１９４３年のミルズポー諸権限法執行規則にお

いて示された「賃借人の信用・名声の価値」と

いう概念と１９６０年関係法にはじめて登場した

「営業権」とをつなぐ重要な鍵となっていると

の立場から，ミルズポー諸権限法以前のサルゴ

フリーのあり方を明らかにした。

岩�（２００７）によれば，サルゴフリーとはも

ともと，店舗の賃借人が次にその店舗を使いた

いと希望する賃借人候補から受け取る一種のイ

ンフォーマルな権利金にあたるものであった。

１９３０年代末にはすでにサルゴフリーの授受をも

って店舗の引き渡しが頻繁に行われていた。こ

の慣行が転じて，サルゴフリーの語に「ある場

所を用益する権利」という意味合いが生じ，今

日では一般化している「サルゴフリーを売る」

「サルゴフリーを買う」などの表現も用いられ

てきたものと推測される。しかしこの当時のサ

ルゴフリー授受慣行は，あくまでも賃借人どう

しの間に限られ，賃借人が賃貸人に対してサル

ゴフリーの買い取り請求をすることはなかった。

また賃借人が入れ替わっていても契約書上の賃

借人の名義は必ずしも変更されなかったようで

ある。この時代の賃貸人はサルゴフリー授受慣

行の埒外にあったのである。換言すればミルズ

ポー諸権限法以前のサルゴフリーは，次に述べ

るとおり，関係法に規定された「営業権」とは

とりわけその運用上の性質を大いに異にするも

のであった。

前述したように「賃借人の信用・名声の価値」

という考え方が初めて法律の条文上に現れたの

は，ミルズポー諸権限法執行規則においてであ

る。その一方でイランには，以前から店舗で営

業する賃借人どうしの間にサルゴフリーという

金銭の授受慣行があり，そこにはまさに店舗の

集客力に直結した「賃借人の信用・名声の価値」

という考え方が反映されていたと考えられる。

したがって少なくとも，店舗の集客力をめぐる

考え方においては，旧来のサルゴフリーと１９４３

年のミルズポー諸権限法執行規則第９条におけ

る賃借人の権利とはきわめて近いものであった。

ところが一方で，ミルズポー諸権限法執行規

則第９条は「賃借人の信用・名声の価値」を，

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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あくまでも賃貸人が賃借人に対して支払うべき

価値として規定していたのに対し，旧来のサル

ゴフリー授受慣行でのそれは，新たに入居する

賃借人が元の賃借人に対して支払うべき価値と

しての
�

み
�

認められていた。すなわち（第２の賃

借人のみならず）他でもないメルクの所有者で

ある賃貸人も
�

，賃借人の信用・名声の金銭的価

値を補償しなければならない，とする考え方は，

旧来のサルゴフリー授受慣行にはなかったので

ある。したがってこれを賃貸人との関係にまで

拡大する端緒となったものが，まさしく１９４３年

のミルズポー諸権限法執行規則であった。また

両者の融合の結果生まれた新たな権利が，１９６０

年関係法の「営業権」にほかならなかったと考

えられる。

賃貸人の「営業権」補償責任が生じるように

なると，賃貸人にとって店舗を賃貸するという

ことは（実質的に固定された月額賃貸料収入は見

込めるとしても）事実上店舗を手放すことに等

しくなった。これはすなわち賃貸人の所有権が

従来に比して大幅に制限されるようになったこ

とを意味する。この大きな変化は賃貸人をして

その不動産運用上の方針を変更せしめたであろ

う。すなわち，１９６０年関係法では，「営業権」

はあくまでも賃借人の営業の結果生じるものと

想定されているにもかかわらず，賃貸人は契約

当初に自身が賃借人からサルゴフリーの代価を

得，事実上失われるだろう所有権の価値をあら

かじめ確保するようになったのである。かくし

て，賃貸人が最初の賃借人と賃貸契約を結ぶ際

に，あらかじめ当該店舗の予想利用収益（の割

引現在価値）の大部分をサルゴフリーの名目で

収取するという，今日の「サルゴフリー方式賃

貸契約」制度が確立したものと考えられる。

とまれ，１９６０年関係法に明文化された「営業

権」とそれ以前のサルゴフリーとの最も肝要な

相違点は，上記のごとく，賃貸人の補償責任を

めぐる点にあったと理解できるのである。

Ⅱ イスラーム革命と法制度見直し

１．「営業権」の「違法」性

イスラーム革命後に法制度見直しの機運が高

まったとき，賃貸人・賃借人関係法もこの動き

の外にはなかった。しかも問題となったのはま

さしく１９７７年関係法の営業用物件に関する部分，

すなわち「営業権」を定めた条項に関するもの

であった。

ここでいま一度，１９７７年関係法の第１９条に注

目してみよう。「営業権」は以下のように定め

られている（資料１を参照）。

「営業用の場所の賃借人は，賃貸契約書に賃

借人が他者への移転権を有することが記されて

いれば，公式の文書をもって同種もしくは類似

の職業に従事する他者へ物件の用益を移転する

ことができる。賃貸契約書において他者への移

転権が�奪されているような場合，または賃貸

契約書をまったく取り交わしておらずマーレキ

が他者への移転に不同意であるような場合には，

（マーレキは）賃貸物件からの立ち退きの見返

りとして，賃借人の『営業権』（の代価）を支

払わねばならない。（以下略）」（１９７７年関係法第

１９条）

この条文が意味するところは，実際上次のよ

うなものであった。第１に，賃借人が賃貸人と

契約書を取り交わして店舗の賃借を始めた場合，

賃貸人の許可があれば，賃借人はそこを占有・

使用する権利を第三者へ売却することができる。
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第２に，もし同権利の第三者への売却が認めら

れていない，もしくは賃貸人がそれに同意しな

い場合には，賃借人はそこを立ち退く際に賃貸

人に「営業権」を買い取らせることができる。

商業施設（店舗）の賃貸借の現場ではまさに

この条文にある「営業権」がそのままサルゴフ

リーと読み替えられた。またこの「営業権」の

代価こそが，不動産市場の相場もしくは専門の

不動産鑑定士によって決定されるサルゴフリー

の価格であったわけである。

ところがイスラーム革命後の議論のなかで，

これまで賃貸人・賃借人関係法によって上のよ

うに規定されていた賃借人の「営業権」は違法

性が強いという見方が強まった。「営業権」の

孕むイスラーム法学上の違法性の問題とは，い

ったい何か。その手がかりは，１９９７年の第５イ

スラーム議会で，１９７７年関係法の改正に関する

審議がおこなわれた際の議会議事録に残されて

いる。

同議会ティール月１１日（７月２日）の審議に

おいて，モンタゼリー（Montazerı̄）司法省法務

・議会担当次官（mo‘āven−e hoqūqı̄ va omūr−e

majles−e vezārat−e dād−gostarı̄）は改正法案を提

出する立場から次のように述べている。

「……私たちはこの国のムスリムである人々が

みな，１日たりともこの地でシャリーアに反す

る法が施行されないことを願っているものと期

待しています。……１３２０年（１９４１年）に，呪わ

れるべきかのアメリカ人顧問がやって来て，シ

ャリーアに基づいていた私たちの民法を脇へ押

しやり，一連の法律を制定し，自分たちのアメ

リカ風の考え方をそこへ導入したのです。……」

［Majles−e Shourā−ye Eslāmı̄１９９７，２８］

この「アメリカ人顧問」がミルズポー博士を

指すことは明らかである。少なくともこの時点

で，賃貸人・賃借人関係法の「営業権」が外来

の価値概念を基底としていることが司法省によ

って問題視されていたことが窺われる。

さらに，モンタゼリー次官による次のような

発言にも注目すべきである。

「……我々はこの問題について調査し，専門的

に議論いたしました。１００パーセントとはいか

なくとも９９パーセントくらいは。サルゴフリー

に関連する問題が，ひとつはエマーム（注１９）──

彼のうえに神のご満足がありますように──の

ご著作『諸問題の解明』を通じて，またふたつ

には高位の関係筋にお教えを乞うことを通じて，

委員会で審議され，エマームや皆様のご意見に

基づいてこの諸条項を用意させていただきまし

た……」「……今日，社会でサルゴフリーの名

目でやり取りされているものは，ときとして違

法（harām）であります。エマーム──彼のう

えに神のご満足がありますように──はご著作

のなかで様々な事態に言及され，違法である場

合を明示され，かつまた合法である場合をも述

べておられる。……」［Majles−e Shourā−ye Eslāmı̄

１９９７，２５］

この発言にみるように，イスラーム法学上「営

業権」は違法であるという見方が強まった直接

の契機は，恐らく，革命後のイラン最高指導者

となったイスラーム法学者ホメイニー

（Khomeinı̄）師（１９０？―１９８９）がその著作『諸問

・ ・題の解明』（Tahrı̄r al−wası̄la）（注２０）の「サルゴフリ

ー問題」（wa min−hā al−sarquflı̄ya）と題する節の

なかで，サルゴフリーのあり方に言及している

事実にあったと考えられる。

以下にはその見解の抜粋を挙げよう。

「賃貸物件の賃貸は，それが店舗であろうと

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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住居・その他であろうと，賃貸契約期間が終了

しているにもかかわらず賃貸人に賃借人を放逐

する権利を認めないような（その物件に対する）

賃借人の権利を生ぜしめない。同様に，もし賃

借人の生存やその場における商売の期間が長期

にわたることや，彼の商売上の名声や実力が，

彼の営業場所へのひとびとの関心を高めるよう

な結果になっている場合にも，物件に対する彼

の権利は，なんら成立しない。したがって，も

し所有者の同意がないにもかかわらずその場に

残るようなことがあれば，彼は強奪者であり罪

人となろう。」［Khomeinı̄２００３，６１４］

このホメイニー師の見解はまさに，１９７７年関

係法が賃借人の権利として認める「営業権」を

イスラーム法学上の立場から問題視するものと

受け止められた。前述したように，１９７７年関係

法の「営業権」はきわめて強固に保護されてお

り，賃貸人の側がサルゴフリーを受け取らずに

ハーリー方式の賃貸契約のつもりで賃貸した場

合でも，「営業権」は賃借人の営業活動と時間

の経過に伴って自ずと生じるものとされ，賃貸

人がその補償を求められることすらあった。こ

のような賃借人の権利が賃貸人との合意なしに

生じ得る，とする１９７７年関係法の考え方は，上

記のようなホメイニー師の見解に大きく抵触す

るものと考えられたのである。

もっとも，イスラーム法学上の立場からサル

ゴフリーに言及したのはホメイニー師ばかりで

はない。むしろほとんどのシーア派高位法学者

は自身の著作のなかでサルゴフリーに関する見

解を明らかにしている。

上述のホメイニー師のものと類似した見解を

示したものに，例えばイスラーム革命後に監督

者評議会委員など要職を歴任したサーネイー

（Sāne‘ı̄）師（１９３７―）のものがある。彼はホメ

イニー師同様に，自著『諸問題の解説』（Resāle−ye

Touzı̄h ol−masāyel）の「サルゴフリーをめぐる

諸判断」（ahkām−e sar−qoflı̄）と題する節におい

て契約期間の満了をもって賃借人のすべての権

利が消失することを強調している。

「家・店舗・その他をその所有者（sāheb）

から賃借する者たちが，契約期間が満了してい

るにもかかわらず，場所の所有者の許可なしに

そこにとどまることは違法（harām）である。

所有者が同意しない場合には直ちにそこを立ち

退かねばならない。さもなければ，彼らは強奪

者とみなされ当該の場所および賃貸料をめぐる

物的損害の責任を負う。イスラーム法上そうし

た者たちには，その賃貸期間の長短を問わず，

あるいは賃貸期間中に彼らがそこにいたことが

場所の価値を上げる原因となったか否かを問わ

ず，あるいはまたそこを立ち退くことによって

彼らの商売に悪影響が出るか否かを問わず，い

かなる権利も認められない。ただし契約期間の

条件が依然として有効である場合は別である。」

［Sāne‘ı̄２００３，３６３］

またホメイニー師死去後のイラン最高指導者

となったハーメネイー（Khāmeneı̄）師（１９３９―）

は そ の 著 作『法 学 意 見 書』（Risāla Ajwiba

al−Istiftā’āt）のなかで，契約の当初にサルゴフ

リーの代価を受けとらなかった賃貸人が，賃借

人の退去時にサルゴフリーの代価を支払う義務

があるか，という問いに対する回答として，次

のように述べている。

「イスラーム法上合法的な方法によって－た

とえば買い取りや和解を通じて，あるいは契約

中の必要条件として，あるいはまたそれを規定

する法に基づいて，サルゴフリーが賃借人の所
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有となったものではない場合，賃借人はその代

価として何かをマーレキに要求する権利を持た

ない。同様に，もしその建物をマーレキから買

う場合にも，サルゴフリーの価格が上昇したか

らといって（建物の）代金を減額することはで

きない。」［Khāmeneı̄２００６，４１５―４１６］

これもまた事実上，関係法の「営業権」条項

を根拠として「賃借人の営業活動と時間の経過

とともに自動的に『営業権』が生じ，賃貸人に

は解約時にその補償が義務づけられる」（した

がって賃貸人は賃借人にサルゴフリー相当額を支

払わねばならない）とする見方に疑義を呈する

内容といえる。

もっとも，いずれのイスラーム法学者も関係

法の「営業権」条項そのものや，関係法によっ

て律せられる「サルゴフリー方式賃貸契約」を

直接に論じてはいないことに留意されたい。む

しろ賃貸借契約をめぐる一般論として，イスラ

ーム法上違法と見なし得る事例についての見解

が示されている。しかしながら，「営業権」の

誕生の経緯および冒頭のモンタゼリー次官の発

言に鑑みるに，これらのイスラーム法学者の「サ

ルゴフリー」に関する諸見解が，１９７７年関係法

下のイランにあってはまさに「営業権」の合法

性に関する疑義であるということは明らかであ

る。言い換えれば，イスラーム法学者らの「サ

ルゴフリー」をめぐる一見�遠な表現による言

及が現実の経済制度にいかなる意味を持つもの

であるかは，「サルゴフリー方式賃貸契約」の

実態と，その制度を支える法的な枠組みとを知

ってはじめて理解されるといえよう。

とまれ，これらイスラーム法学者らが指摘す

る「サルゴフリー方式賃貸契約」の問題点はお

おむね以下のように整理することができよう。

すなわち，賃借人に認められる本来の権利は，

結ばれた契約が有効である期間中に当該店舗を

占有・使用する権利であり，したがって契約期

間の満了したあとに，いかなる理由であれ賃貸

人の意思に反してそこを占有し続けることは違

法である。

ところが「営業権」の規定はすでに述べたと

おり，賃借人の営業活動と時間の経過とともに

自
�

動
�

的
�

に
�

「営業権」が生じ，賃貸人は賃借人の

退去時にその補償が義務づけられる，とする判

例を導き出し得ると同時に，１９７７年関係法下に

おいては，契約期間の満了が賃借人に対する立

ち退き請求要件とされていなかったために，「営

業権」を主張する賃借人は月額賃貸料を納めて

さえいれば，ほぼ恒久的な店舗の占有・使用を

認められていた。したがって賃借人が「営業権」

の代価の支払いをたてに契約によって与えられ

た権限を超えてそこに居座り続けることを可能

にするという意味において，「営業権」の規定

の問題点が導き出されると考えられる。

しかしながら，ここにおいて少しく注意しな

ければならない問題がある。賃借人による契約

期間を超えた店舗の占有が否定されるからとい

って，「営業権」の根幹を支える「賃借人の信

用・名声の価値」の発生と，賃貸人によるその

補償もがはたして法的に否定されるか否か，と

いう問題である。この点については，上のイス

ラーム法学者らの見解において必ずしも明示的

に言及されていない。上述の見解では，サルゴ

フリーをめぐる問題は専ら契約期間の満了に伴

う賃借人の権利失効の問題として論じられてい

ることに留意されたい。ケシャーヴァルズが指

摘するように，「賃借人の信用・名声」がなん

らかの金銭的価値を有するという考え方自体が

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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イランの法体系のなかでは比較的新しいもので

あるとすれば，これをめぐるイスラーム法学上

の学説が定まっていないものと推測することも

できる。

而してこの重大な問題が，現
�

実
�

に
�

は
�

い
�

か
�

に
�

処
�

理
�

さ
�

れ
�

た
�

か
�

を，以下で１９９７年関係法の具体的な

内容を検討することによって考察することとし

たい。

２．１９９７年の賃貸人・賃借人関係法改正

１９９７年の第５イスラーム議会において，賃貸

人・賃借人関係法の改正が実現した。このとき

制定された賃貸人・賃借人関係法（以下，１９９７

年関係法）の営業用物件規定からは，「営業権」

の語が完全に削除され，代わりに「サルゴフリ

ー」の語が用いられた（資料１，２を参照）。こ

れはすなわち「営業権」を条文から削除するこ

とによって，「営業権」が孕む問題をイランの

商業施設（店舗）の賃貸借関係から排除しよう

とするものであったと理解されよう。

新法におけるサルゴフリーがどのような性質

のものであるべきかについては，ホメイニー師

の著作が大いに参照されたことが推測される。

というのも，新法に定められている賃借人によ

るサルゴフリー請求の要件は，おおむねホメイ

ニー師が著作のなかで想定した事例を踏襲し，

その表現すら似通っているからである。

以下では，新法における改正の要点をみよう。

（１）賃貸人の補償責任範囲

新法は，契約当初に賃貸人が賃借人からまと

まった金銭を収取することを是としたうえ

で，１９７７年関係法に基づく賃貸人の補償責任を

以下のごとく明確に否定している。「もし，マ

ーレキがサルゴフリーを受け取っておらず，か

つ賃借人がサルゴフリーの受領とともにメルク

を他者へ引き渡した場合には，賃貸契約期間の

終了後は，最後の賃借人はマーレキに対するサ

ルゴフリーの請求権を持たない」（１９９７年関係法

第６条注１）。これは，ミルズポー諸権限法施

行以前のサルゴフリーのあり方を一部踏襲する

ものといえる。すなわち，サルゴフリーの授受

が単に賃借人どうしの取り決めに拠る場合には，

賃貸人にはサルゴフリーの補償責任はない，と

いう原則が確認された。「賃借人の信用・名声

の価値」は賃貸人の意図とは無関係に発生し，

しかも所有者である賃貸人はそれを補償する責

任を有するという「営業権」的な発想はここで

断ち切られたわけである。

（２）容認され得るサルゴフリー

「営業権」を否定したうえで，新法はいくつ

かの「容認されるべき」サルゴフリーについて

定めている。

新法には「マーレキは，自身の営業用メルク

を賃貸する場合はつねに，サルゴフリーの名目

で賃借人から一定額の金銭を受領できる（以下

略）」（１９９７年関係法第６条）とある。これは，

イスラーム法学上，賃貸人が賃貸料の前払い，

もしくは保証金として金銭を得ることは正当で

あると判断されるためと理解することができる。

ホメイニー師をはじめとする法学者らの見解に

も同様の判断がみられる。

また新法は，次のような場合には，当該のメ

ルクを立ち退く賃借人が賃貸人（もしくは第２

の賃借人）に対してサルゴフリーを請求して受

け取る権利があると定めている。すなわち「賃

貸契約中の条件に，賃貸物件が賃借人の占有下

にある限り，マーレキは賃貸料の値上げや賃貸

物件から立ち退かせる権利を持たないこと，お

よび，毎年その賃貸物件を同じ金額で賃借人に
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引き渡す義務があることが定められている」場

合（１９９７年関係法第７条），あるいは「マーレキ

が賃貸物件を賃借人以外には賃貸しないこと，

および，毎年それを通常の賃貸料でもって占有

している賃借人に引き渡すことが，賃貸契約中

の条件に定められている」場合（１９９７年関係法

第８条）である。

前述したとおり，これらの規定はホメイニー

師の著作における表現をほぼそのまま踏襲して

いる（注２１）。これは，賃借人の当該メルクに対す

る既得権益であるところの賃借権を他者へ譲る

（他者は賃貸人自身であることも，また第２の賃

借人であることもあり得る）ことの代価として，

いくばくかの金銭を得ることは正当である，と

理解できよう。すなわち，賃借人はあくまでも

賃貸人との契約を通じて獲得した諸権利の代価

として他者から金銭を受け取ることができ，そ

れがサルゴフリーである，としているのである。

（３）容認され得ないサルゴフリー

これに対して，新法は賃借人がサルゴフリー

という名目の金銭を受け取る権利を持たない場

合として，以下を挙げている。すなわち（イ）契

約期間がすでに満了している場合，もしくは

（ロ）賃貸人が契約当初にサルゴフリーという名

目の金銭を受け取っていない場合（１９９７年関係

法第９条）である。

（イ）はサルゴフリーがあくまでも賃借人の立

ち退きによる契約上の権利放棄の代価である以

上，契約期間の終了をもってすべての権利が失

効し，したがってその代価も生じないという考

え方に則っているものと理解される。この点に

ついても，ホメイニー師による同様の見解があ

る（注２２）。

また（ロ）は賃貸人が契約の当初にサルゴフリ

ーの名目で金銭を得ていることを，賃借人によ

るサルゴフリー請求の要件とすることで，賃貸

人の立場を保護し賃貸人が契約途中で高額のサ

ルゴフリーを請求されることを避けたものであ

ろう。

上記（イ）と（ロ）の少なくともひとつが該当す

る場合には，賃借人のサルゴフリー請求権は成

立しない。

（４）サルゴフリーの価格

新法は上記の（イ），（ロ）いずれにも抵触しな

い賃借人は「立ち退きの際，その時点での適正

な価格によるサルゴフリーの請求権を持つ」

（１９９７年関係法第６条注２）と定めている。しか

しながら，かかる「適正な価格」とはいったい

どのように決まるのかは新法の法文に明記され

ていない。ホメイニー師の見解においても，サ

ルゴフリーの価格がいかにして決定されるべき

かという具体的指針は見いだされない。

ケシャーヴァルズによれば現在のイランの法

曹界には次のような２見解が存在している。第

１の見解はサルゴフリーの代価はあくまでも

「時価」に換算して支払われるべきであるとい

うものである。第２の見解は，契約当初に支払

われるサルゴフリーという名目の金銭はあくま

でも賃貸料の前払いであるから，当初額あるい

はそれ以上にはなり得ないというものである

［Keshāvarz１９９９，１３５―１３７］。

もっとも新法には，サルゴフリーの額に関し

て当事者同士の合意が形成され得ない場合には

裁判所がこれを決定するむねの規定があり

（１９９７年関係法第１０条），多くの判事が第１の見

解を支持しているところから，事実上は「時価」

換算によるサルゴフリー請求が認められている

と言って良いだろう。換言すれば，契約期間中

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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に当該店舗の集客力が著しく向上した場合など

には，賃借人は契約当初に自身が払った以上の

金銭をサルゴフリーの名目で，賃貸人に対して

請求することが可能だということになる。

結果として新法上においても，サルゴフリー

の価格は変動性を帯びたものとして認知される

に至った。この不動産市場における変動性の価

格は言うまでもなく，１９７７年関係法下において

は「営業権」の価格と見なされていたものに他

ならないのである。

以上が１９９７年関係法の「サルゴフリー方式賃

貸契約」に関わる改正の要点である。１９７７年関

係法の運用下における商業施設（店舗）の賃貸

借と比較しつつあらためてこれらを整理すると，

その最も顕著な差異は次の点にある。

すなわち，契約期間が満了している場合は，

店舗のサルゴフリーに対する賃貸人の補償責任

は生じない，とした点である。これはまさしく

従来「営業権」をめぐってイスラーム法学者が

呈してきた疑義の中心部分であった。賃借人は

契約期間の満了をもってすべての権利を失うの

である。

これと並んで，契約の当初に賃貸人がサルゴ

フリーという名目の金銭を受け取っていない場

合は，やはり店舗のサルゴフリーに対する賃貸

人の補償責任は生じない，とされた。これは，

「営業権」の規定によって事実上賃貸人の了解

する契約条件とは無関係に発生し得るとみなさ

れていた「賃借人の信用・名声の価値」と，そ

れを賃貸人が補償する責任について，一定程度

の制限を設けたものと理解することができる

（実際，後述のごとく１９９７年関係法執行規則の第

１４条は，契約がサルゴフリー方式であることを当

初から明確にしておくよう促している）。

したがって，１９７７年関係法下の「サルゴフリ

ー方式賃貸契約」においては必ずしも法的な拘

束力のなかった，契約期間の遵守と，契約に先

立つ賃貸人によるサルゴフリーの代価の受領と

が，新法においては「サルゴフリー方式賃貸契

約」が成立する必須の要件とされたのである。

Ⅲ「サルゴフリー方式賃貸契約」

をめぐる賃貸人の選択

１．１９９７年関係法下における賃貸契約

１９９７年関係法はおおむね以上のような改正点

を含んだ。

もっとも冒頭に述べたとおり，１９９７年以前に

すでにサルゴフリーの譲渡を伴って賃貸されて

いた商業施設（店舗）は，前述のように新法の

適用を免れた。というのも新法には「この法律

の制定以前に賃貸された場所はこの法律の適用

から除外され，それ（この法律の制定以前に賃貸

された場所）に適用されることになっている諸

規定に従うものとする」と定めているためであ

る（１９９７年関係法第１１条）。しかも，サルゴフリ

ーの譲渡を伴う賃貸契約下にある施設は，サル

ゴフリーの転売によって賃借人が入れ替わった

場合でも，賃貸契約そのものは継続していると

みなされるため，過去の一時点にすでに賃貸契

約を開始していた施設は，いったん契約を完全

に解除（すなわち賃貸人がサルゴフリーを買い戻

して仕切り直しを）しない限りは今後何年経っ

ても新法が適用されることはない。これは１９７７

年関係法の下ですでにサルゴフリーを獲得して

いた多くの賃借人の既得権益に関しては不問と

し，新法制定による社会的な混乱を最大限避け

る目的であったと考えられる。したがって，１９９７
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年関係法は同法制定以降にあ
�

ら
�

た
�

に
�

結ばれる契

約についてのみ適用されることになった。

さていまいちど，Ⅰにおいて述べた「サルゴ

フリー方式賃貸契約」の由来に照らして新法の

規定を捉え直してみたい。

もとより賃借人の間のインフォーマルな慣行

であったサルゴフリーの授受は，その限りにお

いて店舗の集客力の金銭的価値（すなわち賃借

人の信用・名声の価値）を認めた用益権のやり

取りであったと考えられる。「営業権」の登場

を契機にその補償責任がメルクの所有者である

賃貸人にまで拡大されることによって，旧来の

サルゴフリーは，今日見られるような「サルゴ

フリー方式賃貸契約」におけるそれへと変質を

遂げることになった。

このような歴史的経緯に鑑みれば「営業権」

規定によってイランの賃貸人・賃借人関係にも

たらされた最大の変化は，賃貸人にも（第２の

賃借人同様に）「営業権」の名目でサルゴフリー

の補償責任が課されるようになった点にあった

と考えることができる。

サルゴフリーの変質の過程で，賃貸人と賃借

人との間にサルゴフリーの補償をめぐるトラブ

ルが発生したことは前述のとおりである。すな

わち，賃貸人がハーリー方式のつもりで貸し出

した店舗であっても，「営業権」規定の下では

賃借人が当該施設に入居した瞬間から，彼のお

こなった営業活動やその結果生じた評判などに

応じていわばゼ
�

ロ
�

か
�

ら
�

「営業権」が生じるもの

とされていた。そのため，店舗のサルゴフリー

の評価額が上昇すると，賃貸人が月額賃貸料以

外の金銭を受け取っていないにもかかわらず賃

借人から高額の立ち退き料を請求されるという

事態がしばしば発生した。

然るに１９９７年関係法は，契約当初に当事者間

でそれがサルゴフリー方式であること，すなわ

ち賃貸人が契約当初にサルゴフリーの代価を受

領していることを必ず確認するよう，条件付け

ている。従来の「営業権」に代わってこうした

諸規定が導入されたことにより，サルゴフリー

がゼロから生じ得るとする考え方は否定された

のである。

１９９７年関係法には１９９９年に制定された執行規

則が附されているが，同執行規則第１４条にはそ

の趣旨がいっそう明確に読み取れる。

「公証役場（dafāter−e asnād−e rasmı̄）は，賃

貸契約書作成の一般的条件に加え，営業用に使

用される場所，および関連する諸規則にのっと

り営業用の使用を目的として引き渡される場所

の賃貸契約書（sanad−e ejāre）には，賃貸契約

が，サルゴフリーを伴うものか，サルゴフリー

を伴わないものかを述べなければならない。」

（１９９７年関係法執行規則第１４条）

つまり，契約当初に賃貸人・賃借人の間でそ

の契約が「サルゴフリー方式賃貸契約」である

か否かについての明確な合意を持つべしという

趣旨である。

換言すればこれ以後，当該契約が「サルゴフ

リー」の授受を伴って開始されたものであるか

否かをはっきりと契約書に明記しない限り，契

約はまさしくハーリー方式の賃貸契約とみなさ

れるようになったのである。ハーリー方式であ

れば，賃借人は契約期間の満了とともに何らの

金銭的代価を請求することなく速やかに立ち退

かなければならない。

一方で新法は，賃借人が契約期間中に当該店

舗を占有・使用する権利を他者（賃貸人もしく

は第２の賃借人）に譲る場合には，その代価を

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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サルゴフリーの名目で受け取ることができ，か

つそれは変
�

動
�

性
�

の価格であり得ることを認めて

いる。つまり，契約当初に賃借人が賃貸人から

買い取ったサルゴフリーの価格が，その後の不

動産市場における評価を反映して高騰した場合，

賃貸人がそれを再び買い取るときには時価でな

ければならない。これは，「営業権」規定の根

幹をなす考え方，すなわち店舗には「賃借人の

信用・名声の価値」が発生し，かつ賃貸人もそ

れを補償する責任を有する，という考え方が，

新法においても原則として否定されなかったこ

とを意味している。

さらに，イスラーム法上明らかに違法である

と考えられた契約期間を超えての店舗の占有と

いう問題は，賃借人立ち退きの最重要の要件と

して契約期間の満了を位置づけることをもって

処理された（つまり賃借人は契約期間が満了する

ごとに必ず更新し，当該店舗の占有・使用につい

ての賃貸人の同意を得ていることが求められた）。

翻って，新法下におけるサルゴフリーの請求は，

契約期間が満了する以前であれば認められるわ

けである。

以上１９９７年関係法の要点をみるに，「サルゴ

フリー方式賃貸契約」は法改正ののちも事実上，

制度としての機能を維持したといえる。また

１９７７年関係法の諸規定をめぐって最も実質的な

問題として扱われたのは，その市場価格が変動

する店舗の用益権に対する補償責任が賃貸人に

まで無
�

条
�

件
�

に
�

拡大されていた点であり，これが

改正によって是正されたと考えることができよ

う。新法は，そうした責任範囲はあくまでも当

事者間で合意された契約条件に拠るものである

と明記することによって，イスラーム法の立場

からみた整合性を追求したものと理解できる。

また同時に，それはサルゴフリーの補償責任を

めぐる賃貸人・賃借人間のトラブル回避にも寄

与するところとなったのである。

２．賃貸人の選択

さて以上のような法改正が，賃貸人の選択お

よび実際の不動産市場の動向に与え得る影響に

関して，若干の考察を付け加えてみよう。

（１）賃貸人の直面する選択肢

１９９７年の法改正の結果，商業用の不動産（メ

ルク）の所有者にはその運用方法として事実上

みっつの選択肢が用意されることになった。す

なわち，（イ）メルクをハーリー方式によって賃

貸する（ロ）メルクをサルゴフリー方式によって

賃貸する（ハ）メルク（の完全所有権）を売却す

る，のいずれかである。（ロ）および（ハ）につい

ては法改正の以前からあった現実的な選択肢で

ある。１９９７年関係法では，さらに（イ）がそこへ

付け加えられたことに留意されたい。

すでに述べてきたように，今回の法改正の焦

点はハーリー方式とサルゴフリー方式とを明確

に区別し，賃貸契約がこのうちのいずれである

かが分かるように契約書を作成すべく義務づけ

たところにある。言い換えれば，１９７７年関係法

下では「営業権」をたてに，賃借人が退去時に

（いわば立ち退き料ともいえる）高額のサルゴフ

リーの買い取りを要求するおそれがあったもの

が，１９９７年関係法下ではその危険を完全に排除

することが可能になった。したがって新法の影

響を検討するには，従来のサルゴフリー方式に

かえて，より多くの賃貸人がハーリー方式を選

択するようになったか否か，という点をみるこ

とが重要になろう。

ハーリー方式とサルゴフリー方式とを賃貸人

の立場から比較すると，理論上は，おおむね以
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下のような点に考慮を払うべきであろう。

メルクの占有・使用の代価は，ハーリー方式

では月極めの賃貸料によって支払われ，サルゴ

フリー方式ではその大部分が契約当初にサルゴ

フリー売却代金によって支払われる。賃貸人は，

いま両者を比較するにあたり，月極めの賃貸料

と，サルゴフリーを賃借人に売却した代金をな

んらかの形で運用した際の運用益とでは，いず

れが得であるかを考えるであろう。この際賃貸

人は，ハーリー方式でも賃貸料を滞りなく納め

ることのできる借り手がつねに問題なく確保で

きるか否かといった問題や，サルゴフリー売却

代金の適当な運用の方途（金融市場での運用，

さらなる不動産投資などさまざまな形態があり得

る）が存在するか否かといった問題に目配りし

つつ，判断することが求められる。

（２）不動産市場の構成

はたして現実には，こうした選択肢の下で商

業施設（店舗）全体におけるサルゴフリー方式

とハーリー方式との割合に変化がみられたであ

ろうか。

残念ながら法改正以前の不動産市場における

サルゴフリー物件とハーリー物件の割合に関す

る統計は存在しないため，現時点で１９９７年関係

法施行を境にして両者の割合に変化があったか

否かを量る術はない。次善の策として，テヘラ

ン市内５カ所の主要商業地区にて，店舗の占有

・使用形態に関して筆者が実施した聞き取り調

査結果に基づいて，１９９７年の法改正から今日ま

でのおよそ１０年間に不動産市場の構成に大きな

変化の兆候がみられるか否かをみてみよう。

調査は，テヘラン中心部の繁華な街区におい

て第一次（２００１～０４年）と第二次（０７年）にわ

けて行われ，それぞれの時期について，区域の

商業施設（店舗）にサルゴフリー物件・ハーリ

ー物件の占める割合がどの程度かを問うたもの

であった（残りの部分はメルキー方式によって占

有・使用される物件と考えられる）。被調査者は

当該地区を営業の拠点とする不動産業者である。

当該地区の店舗について，「サルゴフリー方

式賃貸契約」を採用する店舗の割合を尋ねた結

果は図１のごとくである。いずれの時期，いず

れの地区においてもサルゴフリー物件の割合は

７割を超え，地区によっては第二次調査時にか

なり増加している。またハーリー物件の割合は

第一次調査時の一部を除き無視できるほどに小

さいことが窺われる。

また筆者は第二次調査時に，被調査者が自由

に語る陳述形式をとった聞き取り調査の際に，

第一次調査時から第二次調査時の間の時期に

「サルゴフリー方式賃貸契約」を採用する物件

が減少したと感じるか，という趣旨の質問を投

げかけたところ，そうした見方をする者はなか

った。

もとより不動産市場には１９９７年関係法の適用

除外となった物件が多いことを考えれば，１９９７

年関係法施行以後，仮にハーリー方式を採用し

たいと考える賃貸人が増えようとも，急速にサ

ルゴフリー物件の割合が低下することは考えに

くい。それどころか実際には，改正後の時期に

ハーリー方式はほとんど見いだされず，一方で

サルゴフリー物件は増加さえしている。賃貸人

によるこうした選択は，第一義的には（１）に述

べたように，ハーリー方式による賃貸の場合賃

借人の恒常的確保が難しい，あるいはサルゴフ

リー収取後に適当な運用手段が存在するといっ

た，賃貸人自身の判断に基づくものと推測され

る。

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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したがってこの調査結果からは，１９９７年の法

改正によってメルクの運用方法としてハーリー

方式が賃貸人の選択肢に事実上加えられること

になったにもかかわらず，少なくとも１９９７年関

係法施行以後の時期において新
�

規
�

に
�

これが選択

される例はきわめて限られているという事実を

指摘できそうである。また同時に，１９９７年関係

法下の不動産市場においても「サルゴフリー方

式賃貸契約」は賃貸人によって最も選択されや

すい契約形態であると結論づけることができる。

お わ り に

以上に論じたように，１９９７年の賃貸人・賃借

人関係法の改正は，店舗の用益権価格がその賃

借人の信用・名声の価値を反映して可変性を帯

びること自体を否定するものではなく，むしろ

そうした用益権に対する賃貸人の補償責任範囲

を明確化したところにその要点があった。

１９９７年関係法は，契約当初にそれを「サルゴ

フリー方式賃貸契約」とするか否かを当事者が

明示的に選択するように定めた。１９７７年関係法

下では，仮に賃貸人が契約開始に際して賃借人

からサルゴフリーの代価を受け取らず店舗を貸

し出したとしても，自動的に「営業権」が発生

するとみなされた（少なくともその可能性がきわ

めて高かった）ため，それを避けようとすれば

賃貸人は事
�

実
�

上
�

サルゴフリー方式によって店舗

を賃貸するしかなかった。これに対し１９９７年関

係法下では，賃貸人はそうした憂いなくハーリ

ー方式を選択することも可能となった。法改正

の結果，ハーリー方式とサルゴフリー方式との

図１ テヘラン市内主要商業地区における店舗の占有・使用形態

（出所）調査結果をもとに筆者作成。

（注）（１）商業施設（店舗）全体を１とした場合の割合。

（２）第一次調査は２００３～２００４年。第二次調査は２００７年。

（３）ダーラーネ・アミーノル・モルクは大バザール内の街区。

第二次調査時はN.D。
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違いはより実質的なものに変わったのである。

一方で，法改正が現実の賃貸不動産市場の構

成には大きな影響を及ぼしていないことは，す

でにⅢでみたとおりである。

この事実は，「サルゴフリー方式賃貸契約」

が，賃借人どうしのインフォーマルな慣行から

ミルズポー諸権限法を契機とする「営業権」導

入を経て，今日のかたちへと形成された歴史的

経緯に照らして，じつに興味深い。もとよりミ

ルズポー諸権限法に体現されたような，メルク

の所有者としての賃貸人におのずと用益権価格

の補償をも求め得るという発想が，イランの伝

統的な慣行と混淆するかたちで誕生したのが

「営業権」であった。

イスラーム革命後の法改正は，これを廃し，

用益権価格の補償責任範囲はあくまでも契約条

件に拠るという原則を貫徹させることを目的と

した。法改正によって，今後は契約当事者（賃

貸人）の想定しない金銭の支払い義務は生じず，

したがってサルゴフリーの補償責任の有無をめ

ぐる賃貸人・賃借人間の係争の発生は未然に防

がれることとなった。１９９７年法改正はこの意味

で，ミルズポー諸権限法以来，店舗の賃貸借契

約をめぐる曖昧な規定によってイラン社会にし

ばしば持ち込まれていた混乱を収束させる働き

を持ったわけである。

ところで，賃借人どうしのインフォーマルな

やり取りに限られた旧来のサルゴフリーのあり

方と，ミルズポー諸権限法を契機に導入された

賃貸人をも巻き込む「営業権」的価値概念との

間に存在した齟齬は，はたして何に起因するも

のであったのかを，少しく考えてみたい。

一般に，西欧近代法における所有権は，「物

に対する直接完全な支配権」として位置づけら

れ，所有権者は物の使用・収益・処分を自由に

行うことができる。所有権は，権利の濫用の防

止や社会的公正を導く目的で現実にはさまざま

な制限を受けるものの，原則としてあるひとつ

の物に対する完全な支配権（物権）であると考

えられている［小野ほか２００４］。近代法の考え

方に慣れ親しんだ我々は，こうした「使用・収

益・処分」の権能を十全に有する「所有権者」

をあたかも最も「典型的」かつ「完全」な所有

権者であると想定しがちである。賃借人の間に

おけるサルゴフリーの売買を黙認したかつての

賃貸人（マーレキ）たちは，近代法的な発想の

下ではあたかも非常に脆弱な所有権者であり，

逆にその賃借人たちは近代法の枠組みを超えた

権能の持ち主であるかのようにみえる。

一方，柳橋によれば，イスラーム法における

所有権の構造はこれとは異なり，「物を観念的

に二つの部分，すなわちアイン（「物自体」の意）

とマンファア（「使用によって物から引き出され

る一時的な利益」の意）に分け，その各々に対

して所有権が成立する」，また「物自体と使用

価値はそれぞれ別個の客体として所有権の目的

となると解することによって，所有権に関する

具体的な規定をかなりの程度まで整合的に説明

することが可能となる」［柳橋１９９８，１６―１８］。

また堀井（２００７）によれば，使用価値（マンフ

ァア）の所有権すなわちイスラーム法における

用益権はあくまでも一定の契約上の権利として

のみ成立し，その範囲は，当該契約の性質や，

当事者の合意によって異なる（物権でも債権で

も，その中間的形態でもあり得る）。すなわち，

イスラーム法における「用益する権利」の範囲

は本来曖昧であり，近代法のように使用・収益・

処分の３権能の明確な峻別のうえに成立する権
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利ではない点に，その特徴がある。このような

所有権概念をめぐるイスラーム法と近代法との

相違は，イスラーム法の機能する地域における

諸々の契約の結ばれ方，およびその契約を律す

る法律のあり方を見ると明らかとなる。かかる

伝統的所有権概念の下では，物自体（アイン）

に対して所有権を有する者とその使用価値（マ

ンファア）に対して所有権を有する者とは別の

人間であり得る。彼らの間には，一定の距離と

それに伴う緊張関係があり，また一般的には，

より大きな金銭的な果実を収取し得る後者が経

済的に優位を確保するようになるのは大いにあ

り得ることである。すなわちかつてサルゴフリ

ー授受慣行の埒外にあった賃貸人（マーレキ）

は店舗におけるアインの所有者であり，サルゴ

フリーを自由に売買した賃借人はそのマンファ

アの所有者であった。

こうした相違を念頭において考えるならば，

旧来のサルゴフリー授受慣行に窺われたような

賃貸人・賃借人関係は，それが厳密に法的な正

当性を与えられたものではないにせよ，もとよ

りイランにおける用益権のきわめて柔軟なあり

方から派生したものではなかったかと推測され

る。また同時に，用益権を放棄しようとする賃

借人に対して，「賃借人の信用・名声の価値」

として現出する用益権の市場価値を賃貸人が無
�

条
�

件
�

に
�

補償せねばならないという発想は，恐ら

く，こうした伝統的な賃貸人・賃借人関係にと

っては少なからず新来のものではなかったろう

か。

もっとも営業用物件に関する賃貸人・賃借人

関係法の諸規定のこうした変遷をみるとき，我々

がいっそう留意しなければならない点は，新法

におけるサルゴフリーを，単純に「営業権」登

場以前の伝統的な（すなわち賃借人どうしの間で

インフォーマルに授受されていた権利金としての）

サルゴフリーへの回帰と考えるのは誤りだとい

う点である。何となれば１９９７年法改正の時点に

おいては，賃貸人をも巻き込んだ用益権の売買

制度としての「サルゴフリー方式賃貸契約」が

すでに確立していた。「サルゴフリー方式賃貸

契約」がいかに西欧近代法的な発想を取り込ん

で成立した「営業権」に支えられていたとして

も，それ自体を否定することは，イラン社会に

無用な混乱を招くだけであったろう。法改正の

のちも依然として「サルゴフリー方式賃貸契約」

が不動産市場の大勢を占めているという事実は，

Ⅲで論じたとおり，ある法律の実質的意義の周

知徹底には少なからぬ時間を要することが想像

されるものの，それが少なくとも今日の賃貸人

にとって最も穏当な選択肢であることを示すも

のである。

言い換えれば，１９９７年関係法がサルゴフリー

方式とハーリー方式とを峻別するよう定めたと

いう事実は，それが一方でイスラーム法学との

整合性を追求しつつ，一方では現実社会の既存

制度を前提として，「営業権」によって変質し

たサルゴフリーのあり方を受け入れていること

を示唆しているのではないだろうか。

異なる法文化から生じた異質な価値・権利概

念の折衷というかたちで誕生した「営業権」を

めぐってなされた，イスラーム法学からの批判

とそれに続く法改正は，奇しくも，まさに「営

業権」に支えられた「サルゴフリー方式賃貸契

約」を，より瑕疵のない，より広範な社会的認

知と支持とを得る制度へと強化する結果となっ

たように思われる。

かかる「サルゴフリー方式賃貸契約」の事例
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は，ひとびとの慣行や習慣における，ひとつひ

とつは微細であるが強力な調整の繰り返しによ

って形成される経済制度の，多様で柔軟な可能

性とともに，その不可逆的な性質を示す好例で

あろう。同時に，こうした制度に劇的な変異を

もたらす力は必ずしもつねに制度内に発生する

のではなく，１９９７年の賃貸人・賃借人関係法の

改正がイスラーム革命に促されたものであるよ

うに，むしろ多くの偶然的要素を含む外部から

のインパクトによることを教えているように思

われる。

（注１） イラン暦１３５８年ファルヴァルディーン月

１０～１１日（西暦１９７９年３月３０～３１日）にかけて行わ

れた国民投票によって採択された。１９８９年に一部を

改正。

（注２） 例えば，本稿の取り扱う「営業権」関連

の条項を含む税法（qavānı̄n−e māliyātı̄），都市行政法

（qānūn−e shahr−dārı̄）などの諸法規について，革命

後に監督者評議会をはじめとする当局がどのような

見方を示したかについては，Keshāvarz（２００３）に詳

しい。また１９９１年には監督者評議会と議会との調整

を図るとされる体制利益判定委員会（majma‘−e

tashkhı̄s−e maslahat−e nezām）が１９７７年制定の賃貸人・

賃借人関係法における「営業権」をいったん承認し

ている。

（注３） 営業用物件とは主として店舗を指すが，

そのほかに一部のオフィス，医院なども含まれる場

合がある。

（注４） 賃貸人・賃借人関係法は１９８３年に部分的

に改正されている。当時のイランはイラン・イラク

戦争のさなかにあった。このときの改正は，戦闘の

前線地方から避難民が流入したことによって発生し

た都市部の住宅難解消を意図しており，事実上居住

用物件だけを対象とした。同法は戦時下における居

住用物件の賃借人の保護を目的とし，戦争避難民の

立ち退き猶予期間の設定や賃貸料の上限設定といっ

た条項が時限的に盛り込まれていた。

（注５） イランでは土地とその上に建っている建

物の所有権は同一の人物に帰属することが一般的で

あるので土地と建物とをあえて峻別する呼称はなく，

両者はメルク（melk）と総称される。

（注６） この場合は，商人はメルクの所有権とサ

ルゴフリーの２つを一括して買い取り，自身の所有

する店舗で自ら営業活動を行う［岩�２００６，１９］。
から

（注７） エジャーレイェ・ハーリーというのは「空

の賃貸」という意味であり，すなわち，「サルゴフリ

ー譲渡を伴わない賃貸」を指す。賃借人は，賃貸人

との賃貸契約にもとづき月額賃貸料を払いながら店

舗の使用を許可され，そこで営業活動を行う［岩�

２００６，１９］。

（注８） 居住用物件に関する諸規定，および居住

用物件・営業用物件に等しく適用される諸規定もあ

る。

（注９） 例えば，テヘラン市内のある商業地の店

舗A（面積３０平方メートル）では，サルゴフリー価は

およそ１億２０００万トマーン（約１７２５万円）にのぼる

のに対して，その月額賃貸料はわずかに１万トマー

ン（約１５００円）であった。ちなみに，店舗Aと同条件

にある，ハーリー方式で賃貸される店舗Bの月額賃貸

料は５０万トマーン（約７万５０００円）にのぼった。（２００２

年４月当時）。

（注１０） 移転権とはイラン民法第４７４条に由来する。

第４７４条は，不動産に限らずあらゆるモノの賃貸借に

関して，賃借人はそれを有償で転貸することができ

ると定めている。例えば，不動産の賃貸人と賃貸借

契約を結んだ賃借人は，自身の入居している場所を

他者へさらに賃貸することができる。このような不

動産の転貸権が「移転権」とよばれる。賃貸契約書

に賃借人が他者への移転権を有することが記されて

いれば，公式の文書をもって同種もしくは類似の職

業に従事する他者へ物件の用益を移転することがで

きる，と定められており（１９７７年賃貸人・賃借人関

係法第１９条），これが，賃借人がサルゴフリーを転売

することのできる直接の法的根拠と考えられている。

（注１１） 法的には，新たな賃貸契約書を取り交わ

すことなく賃借人の交替があった場合，賃貸人は賃

貸契約の解消もしくは退去命令の発行を裁判所に求

めることができる（１９７７年関係法第１４条の２）。同様
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に，賃借人が賃貸人の同意なく業種を変更した場合

にも，賃貸人は上と同様の請求ができる（１９７７年関

係法第１４条の７）。

（注１２） 同意金の支払いそのものに法的な根拠は

ない。聞き取り調査によれば，賃貸人によってはこ

れを要求しない場合や，要求額がきわめて小さい場

合もある。調査期間（２００１～２００４年）中の同意金の

一般的な水準はサルゴフリー価格の１割程度であっ

たが，この率は物件の立地，賃貸人の意向などによ

ってかなり大きな振幅があることが認められた［岩

�２００６，２２―２３］。

（注１３） 詳細は岩�（２００６）を参照のこと。

（注１４） このとき設定される月額賃貸料の水準は，

一般に，ハーリー方式の物件の賃貸料水準に比して

甚だしく少額であるのが通例である。というのも，

賃貸人は同時にサルゴフリーの代価をも受け取るか

らである。

（注１５） 例えば，大バーザール内において２０００年

にサルゴフリーが約７０００万トマーン（約９４０万円）で

売買されたある店舗の，その直前の月額賃貸料はわ

ずか１００トマーン（約１３円）であった。これは転売し

た前の賃借人が，きわめて長期にわたってこの店舗

を賃借していたことによると考えられる［岩�

２００６，３４］。

（注１６）１９６０年関係法では「営業権」はhoqūq−e

kasb o pı̄she yā tejāratと表記されている。（hoqūqは

haqqの複数形。）

（注１７） 同執行規則は，法の適用範囲（対象）や

契約書作成の義務，改修にまつわる賃貸人・賃借人

それぞれの義務，賃借権の相続，契約解消の要件な

どを含み，全２４条から成る。

（注１８） もっとも英米法体系においてgoodwillは権

利として認められることはなく，むしろ「特定の法

律的権利に属さない，ある企業が有する超過収益力」

という企業会計上の一概念であった［清水２００３，４］。

ケシャーヴァルズは，goodwillに含まれた諸要素の一

部が今日では「知的所有権」などのかたちで権利概

念として確立し，保護が強化されつつあることを紹

介している［Keshāvarz２００３，２５３］。

（注１９） ここではホメイニー師を指す。

（注２０） 最初に執筆されたのは，１９６４年にホメイ

ニー師が国外追放の先として送られたトルコであっ

たといわれている［Esposito１９９５，４３０］。

（注２１） ホメイニー師の想定したパターンは以下

のとおりである。「もし契約のなかで賃貸人に対して，

（賃借人が）入居している間は賃貸料を増額しない

こと，賃借人を放逐する権利を持たないこと，また

毎年その場所を同じ金額で賃貸する義務があること

が条件づけられている場合には，彼（賃借人）は賃

貸人もしくは他の個人から，彼自身に与えられた権

利を放棄する代価として，あるいはその場所を立ち

退く代価として，サルゴフリーという名目の金銭を

受け取ることができる。」［Khomeinı̄２００３，６１５］「も

し契約のなかで賃貸人に対して，その場所を他者へ

賃貸しないこと，毎年通常の賃貸料でもって賃借人

にその場所を賃貸することが条件づけられている場

合には，賃借人は，自身の権利を放棄する代価とし

て，あるいはその場所を立ち退く代価として，サル

ゴフリーという名目でいくばくかを受け取ることが

できる。」［Khomeinı̄２００３，６１５］これらと同様の判

断はサーネイー師によっても下されている。

（注２２） 「賃借人が（その場所を）賃貸する権利

を持っている場合には，契約期間中に限り，転貸の

代価として第三者からサルゴフリーという名目の金

銭を受け取ることができる。」［Khomeinı̄２００３，６１５］
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(motarjem : Ahmad Rezā Hoseinı̄). Tehrān :
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───２００１．Majmū‘e−ye Qavānı̄n : Panjomı̄n Doure−

ye Majles−e Shourā−ye Eslāmı̄(1375−1379). ［第５

イスラーム議会法令集］ Vol.2. Tehrān : Edāre−ye

tanqı̄h−e qavānı̄n.

Majles−e Shoura−ye Mellı̄１９７７．(Mordād, 2) Mozākerāt−e

Majles−e Shourā−ye Mellı̄ : Jalase 113.［国民議会議

事録：第１１３会議］ Tehrān : Edāre−ye tond−nevı̄sı̄.

Rūz−nāme−ye Rasmı̄−ye Keshvar−e Shāhan−shāhı̄−ye

Īrān.１９５９．Majmū‘e−ye Qavānı̄n−e Sāl−e 1322

Moshtamel bar Qavānı̄n , Tasvı̄b − nāme − hā ,

Āyı̄n−nāme−hā va Bakhsh−nāme−hā−ye chāp shode

dar Majalle−ye Rasmı̄.［１３２２（１９４３）年法令集：官

報に掲載された法律・各種通達・執行規則］.

Sāne‘ı̄, Yūsof２００３．Resāle−ye Touzı̄h ol−masāyel［諸問

題の解説］. Qom : Enteshārāt−e Meysam−e Tammār.

（アジア経済研究所地域研究センター，２００８年２

月１３日受付，レフェリーの審査を経て２００８年５月

８日掲載決定）
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資料１ １９７７年関係法における営業用物件に関する規定

（１９７７年制定の賃貸人・賃借人関係法から抜粋）

第５節 営業権（haqq−e kasb yā pı̄she yā tejārat）

第１８条

本法および他の諸法に記載される「営業権」の額は，司法省・住宅省・都市建設省によって準備さ

れ，議会の関連諸委員会によって認可される執行規則の諸原則と諸規則にもとづいて決定される。

第１９条

営業用の場所の賃借人は，賃貸契約書に賃借人が他者への移転権を有することが記されていれば，

公式の文書をもって同種もしくは類似の職業に従事する他者へ物件の用益を移転することができる。

賃貸契約書において他者への移転権が�奪されているような場合，または賃貸契約書をまったく取

り交わしておらずマーレキが他者への移転に不同意であるような場合には，（マーレキは）賃貸物件

からの立ち退きの見返りとして，賃借人の営業権（の代価）を支払わねばならない。

支払われないときは，賃借人は移転証書（sanad−e enteqāl）の作成のために裁判所へ照会すること

ができる。この場合には，裁判所は，賃貸物件の用益の移転を認可する命令，先の賃貸契約書を作

成した公証役場（もしくは，当事者間に公式の文書がない場合にはメルクの近くの公証役場）において

移転証書を作成する命令を発し，その複写を関連の公証役場へ送付する。またこれを賃貸人にも通

告する。新しい賃借人は，あらゆる点において，すべての賃貸条件を先の賃借人から引き継ぐもの

とする。

確定した命令が通告された日から６カ月以内に，賃貸物件の用益が公式の文書をもって新しい賃借

人に移転されなかった場合には，上の命令は無効となる。

第１９条注１

賃借人が本条項の規定を遵守することなく賃貸物件を他者へ引き渡した場合には，賃貸人は立ち退

きの請求権を持ち，占有者もしくは賃借人に対して立ち退き命令が執行される。この場合には賃借

人もしくは占有者は，営業権（の代価）の半分を受領する権利を有する。

第１９条注２

営業権は当該の場所の賃借人に対して与えられる。新しい賃借人へのその移転は，公式の文書の作

成をもってのみ有効となる。

（出所）Majles−e Shourā−ye Mellı̄（１９７７）．
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資料２ １９９７年関係法における営業用物件に関する規定

（１９９７年制定の賃貸人・賃借人関係法から抜粋）

第２節 サルゴフリー

第６条

マーレキは，自身の営業用メルクを賃貸する場合はつねに，サルゴフリーの名目で賃借人から一定

額の金銭を受領できる。同様に賃借人は，賃貸契約期間中は，自身の権利の譲渡のために，一定額

の金銭を賃貸人もしくは他の賃借人からサルゴフリーの名目で受領することができる。ただし，賃

貸契約において他者への移転の権利が彼（賃借人）から�奪されている場合にはこの限りではない。

第６条注１

もし，マーレキがサルゴフリーを受け取っておらず，かつ賃借人がサルゴフリーの受領とともにメ

ルクを他者へ引き渡した場合には，賃貸契約期間の終了後は，最後の賃借人はマーレキに対するサ

ルゴフリーの請求権を持たない。

第６条注２

賃貸人がイスラーム法の正しい方法にしたがってサルゴフリーを賃借人へ移転した場合には，賃借

人は立ち退きの際，その時点での適正な価格によるサルゴフリーの請求権を持つ。

第７条

賃貸契約中の条件に，賃貸物件が賃借人の占有下にある限りマーレキは賃貸料の値上げや賃貸物件

から立ち退かせる権利を持たないこと，および，毎年その賃貸物件を同じ金額で彼に引き渡す義務

があることが定められている場合にはつねに，賃借人は賃貸人もしくは他の賃借人から，自己の権

利放棄の見返りにサルゴフリーの名目で一定額の金銭を受領することが出来る。

第８条

マーレキが賃貸物件を賃借人以外には賃貸しないこと，および，毎年それを通常の賃貸料でもって

占有している賃借人に引き渡すことが，賃貸契約中の条件に定められている場合はつねに，賃借人

は，自身の権利放棄もしくは立ち退きの見返りに，サルゴフリーの名目で一定額の金銭を請求し，

かつ受領することができる。

第９条

賃貸契約期間が終了している，もしくは賃借人がサルゴフリーをマーレキに支払っていない，もし

くは賃借人が契約に定められたすべての権利を行使し尽くしている場合には，（賃借人は）賃貸物

件の立ち退きの際にサルゴフリーを受領する権利は持たない。

第１０条

本法の適用によってサルゴフリーの受領が合法とされるような事例において，双方の間でその額に

関する合意が得られていない場合には，裁判所の見解をもって決定されるものとする。

イラン・イスラーム革命後の「サルゴフリー方式賃貸契約」
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第１０条注

賃貸借関係において上の諸規定から逸脱するいかなる金銭の請求も禁止する。

第１１条

本法の制定以前に賃貸された場所はこの法律の適用から除外され，それに適用されることになって

いる諸規定に従うものとする。

（出所）Majles−e Shourā−ye Eslāmı̄（２００１）.
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